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ヘ 特許印紙及び収入印紙（登録免許税の納付に係るもの。）は別の用紙に区別してはるものとし、
それぞれの印紙の上には「手数料 円」、「登録免許税 円」のように、その印紙の合
計額を記載する。
ト 商標登録令（昭和35年政令第42号）第10条において準用する特許登録令（昭和35年政令第39

号）第36条の規定により書面の提出を省略するときは、「【提出物件の目録】」の欄に、「【物件名】」
の欄を設けて、当該書面の書類名を記載し、その次に「【援用の表示】」の欄を設けて、同条第１
項の規定によるときは当該書面が提出される手続に係る商標登録番号、書類名及びその提出日
を、同条第２項の規定によるときは当該書面が提出された手続に係る商標登録番号、書類名及
びその提出日を記載する。また、２以上の書面の提出を省略するときは、「【提出物件の目録】」
の欄に次のように欄を繰り返し設けて記載する。
【物件名】
【援用の表示】

【物件名】
【援用の表示】

20 「（【国籍】）」は、外国人の場合に限り記載する。ただし、その国籍が、「【住所又は居所】」の欄
に記載した国（特例法施行規則第２条第３項の規定によりその記載を省略した場合にあっては、
省略した国）と同一であるときは、「（【国籍】）」の欄を設けるには及ばない。

21 承継人代理人が承継人全員を代理しないとき、又は譲渡人代理人が譲渡人全員を代理しないと
きは、「【承継人代理人】」又は「【譲渡人代理人】」の欄の「【氏名又は名称】」（代理人が法人にあって
は、「【代表者】」）の次に「【代理関係の特記事項】」の欄を設けて、「承継人〇〇の代理人」又は「譲
渡人〇〇の代理人」のように記載する。

22 「（【手数料の表示】）」の欄は、特例法施行規則第40条第２項の規定により見込額からの納付の
申出を行うときに限り、「（【予納台帳番号】）」には予納台帳の番号を、「（【納付金額】）」には見込額
から納付に充てる手数料の額（「円」、「，」等を付さず、アラビア数字のみで表示すること。）を記載
する。

23 「【その他】」の欄は、「使用特例商標登録出願に係る業務の承継」と記載する。
24 商標法施行規則第22条第４項において準用する特許法施行規則第27条第２項の規定により商標
法第35条において準用する特許法第73条第２項の定め又は民法第256条第１項ただし書の契約を
記載するときは、「【その他】」の欄にその旨を記載する。

25 商標法施行規則第22条第１項において準用する特許法施行規則第10条の規定により証明書の提
出を省略するときは、「【提出物件の目録】」の欄に「【物件名】」の欄を設けて、当該証明書の書類名
を記載し、その次に「【援用の表示】」の欄を設けて、同条第１項の規定によるときは援用される当
該証明書が提出される手続に係る事件の表示（商標権に係るものにあっては、商標登録番号、書
類名及びその提出日）を、同条第２項の規定によるときは援用される当該証明書が提出された手
続に係る事件の表示（商標権に係るものにあっては、商標登録番号、書類名及びその提出日）を
記載する。また、２以上の証明書の提出を省略するときは、「【提出物件の目録】」の欄に次のよう
に欄を繰り返し設けて記載する。
【物件名】
【援用の表示】

【物件名】
【援用の表示】

26 特例法施行規則第６条第１項の規定により包括委任状を援用するときは、「【提出物件の目録】」
の欄に「【包括委任状番号】」の欄を設けて、包括委任状の番号を記載する。また、２以上の包括委
任状を援用するときは、「【提出物件の目録】」の欄に次のように欄を繰り返し設けて記載する。
【包括委任状番号】
【包括委任状番号】

〔備考〕
１ 「【事件の表示】」の欄の「【国際登録番号】」には、「国際登録第〇〇〇〇〇〇〇号」又は「〇〇〇〇
年〇〇月〇〇日に事後指定が記録された国際登録第〇〇〇〇〇〇〇号」のように国際登録の番号
を記載する。審判に係属中のものについては、「【事件の表示】」の欄に「【審判番号】」の欄を設け「不
服〇〇〇〇`〇〇〇〇〇」のように審判の番号を記載し、かつ、「【国際登録番号】」の欄に国際登
録の番号を記載する。
２ 「【商標登録出願人】」の欄に記載すべき者が２人以上あるときは、次のように欄を繰り返し設け
て記載する。
【商標登録出願人】
【住所又は居所】
【氏名又は名称】

【商標登録出願人】
【住所又は居所】
【氏名又は名称】

27 「権利の承継を証明する書面」は、売買、贈与等によるときは「譲渡証書」及び「使用特例商
標登録出願に係る指定役務に係る業務を承継したことを証する書面」等、相続によるときは「戸
籍の謄本」、「住民票」及び「使用特例商標登録出願に係る指定役務に係る業務を承継したことを
証する書面」等、法人の合併によるときは「登記事項証明書」等とし、譲渡証書を次の文例によ
り作成した場合には、「使用特例商標登録出願に係る指定役務に係る業務を承継したことを証する
書面」の提出を要しない。ただし、譲渡人だけで届け出るときは、譲渡人及び譲受人が記名し、
印を押さなければならない。
（文例）

譲 渡 証 書
平成 年 月 日

住所（居所）
譲受人 殿

住所（居所）
譲渡人 †

下記の商標登録出願により生じた権利を、使用特例商標登録出願に係る指定役務に係る業務と
ともに貴殿に譲渡したことに相違ありません。

記
商標登録出願の番号

28 その他は、様式第１の備考１から４まで、７、９、14、16及び26から29までと同様とする。
様式第３（第19条関係）
【書類名】 使用に基づく特例の適用に係る承継の届出書（国際商標登録出願）
（【提出日】 平成 年 月 日）
【あて先】 特許庁長官 殿
【事件の表示】
【国際登録番号】

【商標登録出願人】
【住所又は居所】
【氏名又は名称】

【代理人】
【住所又は居所】
【氏名又は名称】

【提出物件の目録】
【物件名】 業務の承継を証明する書面 １
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